
新型コロナ地方創生
臨時交付金

国・県補助金 その他特定財源 一般財源

1 感染拡大防止協力金事業 観光商工課
町内での新型コロナウイルスの感染拡大を防ぐため、主に観光客が利用する民間施設
に休業依頼をすることにより、町内への外部からの人的流入をストップさせる。

75,800,000 75,800,000
町独自の休業要請に対し協力いただいた飲食業、宿泊業、小売業
を営む事業者延べ758事業者に、協力金を支給した。
（主な経費）協力金

町内での感染拡大防止に一定の効果があったと思われる。

2 緊急雇用維持助成金事業 観光商工課
新型コロナウイルス感染症の影響で一時的に休業する場合に労働者の雇用を確保する
ための助成金を交付する。

1,850,000 1,850,000
雇用調整助成金を受給した37事業者に、50千円を支給した。
（主な経費）助成金

雇用調整助成金の受給を促進させることで、雇い止めの防止
に一定の効果があったと思われる。

3 事業持続化給付金事業 観光商工課
新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が減少しているが、国の「持続化給付
金」の対象とならない事業者に対し、事業の継続を下支えし、再起の糧としていただ
くため給付金を支給する。

7,090,000 7,090,000
国の持続化給付金の対象とならない24事業者に、7,090千円を支
給した。
（主な経費）給付金

国の持続化給付金の対象とならない事業者を支援すること
で、倒産・廃業等の防止に一定の効果があったと思われる。

4 事業者支援事業 観光商工課
新潟県の県民宿泊キャンペーンや国のGO TOキャンペーンが始まるのに備え、早急な準
備や売れるプランの造成が必要なことから、町内事業者の相談（販売促進や観光情報
の発信等）に対応するアドバイザーを配置し、コロナ後の観光振興を図る。

1,316,700 1,316,700
町内の事業者に対して専門的なアドバイザーによる支援を行っ
た。
（主な経費）アドバイザリー業務委託費

町内事業者に誘客宣伝の方法等をアドバイスする仕組みを
作ったことで、誘客宣伝に一定の効果があったと思われる。

5 宿泊施設支援金事業 観光商工課
新型コロナウイルス感染症の影響により甚大な被害を受けている宿泊事業者につい
て、施設の維持管理を適正に行ってもらうとともに、観光消費を地域に波及させる役
割を果たしてもらうため、支援金を給付する。

71,488,950 71,488,950

 町内で宿泊施設を運営する法人及び個人事業主234事業者に対し
て、支援金（収容人数×2,000円又は2019宿泊者数実績×50円の
どちらか高いほうの額（上限無し））を支給した。
（主な事業費）支援金

町内宿泊事業者を支援したことで、倒産・廃業等の防止に一
定の効果があったと思われる。

6 「がんばろう湯沢」飲食・商品券事業 観光商工課
新型コロナウイルス感染症により極めて大きな影響を受けている、町内に店舗を持つ
事業者の経営継続支援と町民の生活支援のため商品券を発行する。

43,176,831 35,299,179 7,877,652
 町内の店舗等で使える町独自の商品券１セット（500円/枚×10
枚）を全町民に配布した。
（主な経費）印刷製本費、通信運搬費、商品券精算費

町内事業者を支援したことで倒産・廃業等の防止に、また町
民の生活を支援したことで生活の質の維持に一定の効果が
あったと思われる。

7 子ども・子育て支援交付金 子育て支援課

放課後児童健全育成事業
新型コロナウイルス感染症対策に伴う小学校の臨時休校等により、春休み終了日の翌
日以降で児童クラブを特別開所した場合の開所支援、人材確保支援及び保護者への利
用料減免支援をすることで、運営者の負担軽減及び収入減の補填につなげ、事業の継
続化を図る。

304,756 101,000 101,000 101,000 1,756

 放課後児童健全育成事業
新型コロナウイルス感染症対策に伴う小学校の臨時休校等によ
り、春休み終了日の翌日以降で児童クラブを特別開所した際の開
所支援、人材確保支援及び利用料減免支援を実施した。
（主な経費）開所支援に伴う直接経費、人件費、利用料減免補填

支援実施により、運営者の負担軽減及び収入減の補填につな
がり一定の効果があった。

8 学校保健特別対策事業費補助金 教育課
児童・生徒が安心して学校生活を送れるように、感染予防策としてマスクを配布す
る。

540,000 77,000 77,000 386,000
 布製マスク1,200枚を購入し児童生徒、教職員などに配布した。
（主な経費）マスク購入費用

学校における感染対策に一定の効果があったと思われる。

9 学校保健特別対策事業費補助金 教育課
学校における感染症対策として衛生用品や非接触型体温計、パーテーション、サー
キュレーター等を購入し学校再開への環境整備を行う。

2,009,962 1,000,000 1,000,000 9,962

 町立湯沢中学校、町立湯沢小学校に衛生用品、非接触型体温
計、パーテーション、サーキュレーターを購入配備し、感染予防
対策を行った。
（主な経費）消耗品費・備品購入費

学校における感染対策に一定の効果があったと思われる。

10 母子保健衛生費補助金 健康増進課
訪問による乳幼児健診の実施が困難なため、web会議環境を整備することで乳幼児の健
康状態の確認や指導等を行う。

167,350 83,000 83,000 1,350

 web会議環境を整備として、PC、マウス、スピーカ―マイク、
ウェブカメラを各１台購入し、訪問による健診の実施が困難な乳
幼児の健康状態の確認や指導等を行った。
（主な経費）備品購入費

機器の整備により、新型コロナウイルス流行下における母子
に寄り添った支援に一定の効果があったと思われる。

11 学校臨時休業対策費補助金 教育課
新型コロナウイルス感染症の影響による臨時休校の前に納入が決定していた給食材料
納入業者に対し、材料費相当額を補助することで事業者を保護し、休校以降も安定的
に材料の確保を行えるようにする。

1,409,171 353,171 1,056,000
 臨時休校前に納入が決定していた給食材料納入業者11事業者に
対し、材料費相当額の補助を行った。
（主な経費）補助金

給食材料納入事業者への支援は、学校再開後における学校給
食の安定的な提供に繋がるものと思われる。

12 疾病予防対策事業費等補助金 健康増進課
高齢者施設や在宅で他者から介護サービスを受ける高齢者に対しPCR検査費用を助成す
ることで、積極的な検査受診を促し、感染拡大の防止を図る。

85,820 42,000 42,000 1,820
 65歳以上の高齢者施設に新たに入所する者及び在宅介護サービ
ス利用者で希望する方に対して、PCR検査費用を助成した。
（主な経費）病院へのPCR検査委託費

高齢者施設の感染拡大防止に一定の効果があったと思われ
る。

205,239,540  194,501,000       2,359,000  101,000       8,278,540
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